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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 35

施　 策 国民年金制度の周知・加入の促進
2

28 3

12,582

5,500

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

14,562

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

220

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

Ü

○

○

Ü

220

広島年金事務センターへ送付した
申請書の件数
申請等受付件数(市全体) 3,556
件　　相談件数　3,055　件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

282.00 －
相談件数(電話)

単位 計画値 －

件 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

相談件数(来庁)
単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 495

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

国民年金事務

10 平成

24年度 25年度

国県補助金等

国民年金費

国民年金費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

厚生年金(共済組合)加入者を除く20歳から60歳未満の市民・国民年金被保険者など。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

3,513

届出を正確に受付したあと、日本年金機構に進達して確実な年金の受給につになげる。

日本年金機構の指導等により、届出を正確に受理し、日本年金機構に進達する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等171 5,239

実績値

1.45

▲ 3,293一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

－

人

千円

1.50

単位当たりコスト①

－

申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

179.00

－ －

－

－

計画値

実績値

－

107.81% －

2,132.58

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

227.00

25年度

6,132.00

14,733,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 13,077,000

6,611.00
指標化できない成果

－

実績値

計画値

－

2,228.56

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

258.00

合計

人

指　標　名　等

7,577

必要人員

13,077 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

－

－

－－

1,831.00

24年度 25年度

3,556.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

本庁相談件数(来庁)

本庁相談件数(電話)

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

14,733

－

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

335

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

市民部　総合窓口課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.80

9,494

0826
（42）5616

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住民基本台帳費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
石崎　真緒

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐々木　早百合

チェック

引き続き制度等への周知を図るための広報活動を実施する。

担当課職員のだれもが、窓口での基本的な対応や事務処理が行
えるよう随時職員研修が必要である。
毎年、研修を実施している。
平成23年10月から年金記録照会用年金ネットを導入した。

Ü

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

－

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

335 市民部 総合窓口課（国民年金事務）.xls
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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

7,620

7,789

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,663

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

23,631

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

23,631

原則月1回

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

316.00 －
研修会参加者数

単位 計画値 440.00

人 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
研修会参加率

指標化できない成果

計画値

実績値
専門部会参加率

活
動
・
結
果
指
標

専門部会参加者数
単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 22,436

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

民生委員活動援助事務事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市の民生委員・児童委員　12４名

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

7,900

地域で身近な相談しやすい民生委員を推薦するとともに、地域社会の実情を把握し、極め細やかな相談・支援活動を展開し
地域福祉の向上を図るため協議会活動を支援する。

３年に一度(平成22年度実施)行われる民生委員の一斉改選や、欠員補充時に推薦会（会議）を開催し、委員を推薦してもら
う。
安芸高田市が委嘱している生活指導員（民生委員・児童委員に委嘱）に、報酬（年額90,000円）を支給する。
民生委員・児童委員に対して活動報償費を支給する。（平成18年度県からの移譲事務）
安芸高田市民生委員児童委員協議会に対して補助金を交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等22,747 7,866

実績値

0.70

15,731一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

　　　　　　　　　計画　　　実績
主任児童委員会　　４回　　　　５回
生活福祉部会　　　３回　　　　３回
在宅福祉部会　　　２回　　　　２回
児童福祉部会　　　２回　　　　２回
障害者福祉部会　　１回　　　　０回
広報部会　　　　　２回　　　　２回
計　　　　　　　１４回　　　１４回

年度

12.00

214.00

人

千円

11.00

0.90

単位当たりコスト①

254.00

90.00

327.00

370.00 326.00

－

－

90.00

90.00

計画値

実績値

90.0090.00

74.32 85.41

－

100.00% －

4.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

88.00

25年度

12.00

－

14.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

12.00

専門部会開催回数
14.00

市民児協地区会長会議
開催回数

－

実績値

計画値

127.27%

－

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
研修会開催回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

180.00

合計

人

指　標　名　等

22,267

必要人員

30,056 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

14.00

14.00

12.00

306.00

－

78.50 85.04

90.00 90.00

－

168.00

5.00

24年度 25年度

4.00

5.00

216.00

100.00%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

　　　　　　　　H24　　　　　H25
・全体研修　　　107名　　　　90名
・総会　　　　　105名　　 　111名
・理事会（4月)　 32名    　      35名
・　〃　（8月)　 29名　　　    27名
新任委員研修　　　－　　 　　　53名
　　　計　　　　273名　　　 316名

目標値
（目標年度）

年度

90.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

28,410

12.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・一斉改選における委員の推薦にあたっては、市の推薦会の前に単位民児
協毎の推薦準備会を組織し、より地域を実情を知る方の意見を取り入れる
体制を作った。

解決できていない課題

・障害者福祉部会については、スポーツ大会への協力をいただいている
が、部会・研修会を開催する。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

263

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.70

20,544

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
毛利　幹夫

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岡島　勤

チェック

　民生委員・児童委員活動の円滑化を図るために、毎月の各地
区定例会や各種研修会を開催して、委員の意思統一及び行政か
らの事務連絡等を行っている。
　また、平成25年12月に一斉改選が行われ、主任児童委員の
人数が５名増員となったが、新任の主任児童委員のための会議
を開催し、業務の円滑な実施が図られるよう委員間で協力し
た。
　各専門部会についても、代表者と協議し、安芸高田市や社会
全般の状況を見ながら、その時々で関心のある事項について研
修し、委員の資質の向上に努めている。

　民児委員・児童委員の業務は法律等に基づくものであり、そ
の役割が他の団体を利活用することにより効率性があがるかと
いうことは考えられない。
　毎月開催している地区会長会議については、全国・県民児協
からの情報や、市からの依頼を伝えるなど、大変重要であり、
市民児協としての意思統一を図る上でも、大切な会議で、毎月
の開催が望ましい。
　生活指導員報酬等については、業務が多種多様化している
中、減額は委員の確保に影響するため、増額は考えても減額は
考えられない。また、職員や委員の人件費の削減は、事業のコ
スト削減にはなるが、協議会運営に影響して委員活動や福祉
サービスの低下につながる。

【担当課としての主たる事務】※②・③はH18年度県からの事務移譲

　　①協議会の定例会議等に行政職員として出席する。
　　②民生委員・児童委員の指揮、監督
　　　　　　　　　　（委員活動等に係る指導、研修の実施）

　　③活動報償費の支払い

　高齢者の増加やひとり暮らしの世帯が増加している中、民生
委員・児童委員の役割は大変重要となってきている。住民が安
心して暮らすことができる地域をつくるためには、民生委員・
児童委員の資質の向上、情報の共有化が重要課題となる。その
ためには、総会、理事会等多くの委員が集まる機会を利用しよ
り多く研修を実施する。

　委員の活動については、広報紙を利用するなど、市民に対し
て民生委員の業務への理解を得ることにより、活動しやすい環
境を整えていく必要がある。
　他の組織等との協働については、地区会長会議や各地区定例
会に参加いただき連携を図っている。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

12.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

263 福祉保健部 社会福祉課（民生委員活動援助事務事業).xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

19.00

岡島　勤

チェック

　社会福祉協議会においても、補助金削減の中、事務組織の見
直し、人件費の見直し、事業経営の見直し等を行い、効率的な
運営に努めている。

　本事業だけでは、補助金の削減は難しいが、他部署からの社
会福祉協議会に対する事業補助（特に受益者負担等を変更する
ことにより、社会福祉協議会の負担額が少なくなり、行政から
の補助金額が減少する可能性が高いもの）の見直しによって、
減額できる可能性がある。
　また、安芸高田市の福祉関係業者が少ないことや福祉ニーズ
の増加によって、他団体と比較し社会福祉協議会に対する補助
割合は高くなっている。

　社会福祉協議会は、民間の社会福祉活動を推進することを目
的とした営利を目的としない民間組織である。昭和26年
（1951年）に制定された社会福祉事業法（現在の「社会福祉
法」）に基づき設置されている。
　安芸高田市における社会福祉事業その他社会福祉を目的とす
る事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化によ
り、地域福祉の推進を図る活動を行っている。
　たとえば、各種の福祉サービスや相談活動、ボランティアや
市民活動の支援、共同募金運動への協力など、全国的な取り組
みから地域の特性応じた活動まで、さまざまな場面で地域の福
祉増進に取り組んでいる。
　社会福祉協議会の活動は、社会福祉活動の中心であり、市民
が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができる地域づく
りのために、市の活動支援は欠かすことができない。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.15

59,697

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

264

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

協議の上、平成３１年度までの間の補助金削減計画をたてた。

解決できていない課題

③

59,697

19.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

市からの補助金額÷社会福祉協議会
の人件費支出額
57,839千円/203,930千円

－

年度－

#DIV/0!

3.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

登録団体数　H22 39　　H23 36
　　　　　　H24 35　　H25 36

目標値
（目標年度）

584.00

0.00

24年度 25年度

3.00

2.00

431.00

ー

19.00

600.00

－

26.87 28.36

27.17 26.87

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

6.00

計画値

コ ス ト

計画値

30.00

合計

人

指　標　名　等

61,166

必要人員

61,166

100.00%

－

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

社会福祉事業調整協議会開
催回数

対　前　年　比

回

ボランティア延べ活動回数
8.00

人件費支出対象人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

23.00

一般財源等合計

19.00

25年度

20.00

－

6.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

115.00% －

3.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

25.00

565.00

人

千円

6.00

0.15

単位当たりコスト①

584.00

26年度

人

千円

延べ活動者数は、
　　H20　4,687人
　　H21　  275人
　　H22　  286人
　　H23　  255人
　　H24　  247人
　　H25　 186人

年度実績値

57,487一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

安芸高田市社会福祉協議会の健全な運営と、事業の円滑遂行を推進するとともに、ボランティアセンター（安芸高田市社会
福祉協議会）を中心として、地域において多彩な地域福祉活動が実施される状態とします。
また大規模災害が発生した場合は、災害応援等市町間の連絡、連携の要として活動する。

地域福祉の推進として公共性・公益性の高い事務を行う事務職員に対して、人件費相当額の補助を行う。
安芸高田市（福祉保健部）と安芸高田市社会福祉協議会で定期的に協議会を開催し、各種福祉事業について、統一的な行動が行えるよう
調整する。ボランティア活動に関する相談や活動先の紹介、また、小中高校における福祉教育の支援等、地域の福祉活動の拠点としての
役割を果たす、ボランティアの登録、相談、支援コーディネート、ボランティア養成講座の開催、各種ボランティア活動の実施を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等58,484

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市社会福祉協議会と、それを母体としてボランティア活動に参加したい、ボランティアを必要とする市民。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会福祉協議会事業援助事務事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 59,896

人件費

活
動
・
結
果
指
標

ボランティアセンター登録
者数

単位

単位

人

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
人件費補助

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

57,487

　　　　H22　H23　H24
H25
・職員 　10     8　　9　　　9
・嘱託 　 6      6　　7　　　9
・臨時 　 5      7　　4　　　5
 　計　　21    21　20　　23

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

○

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

57,487

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,270

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,213

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 17

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

264 福祉保健部 社会福祉課（社会福祉協議会事業援助事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

Ü

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

22.00

岡島　勤

チェック

【原爆被害者連絡対策協議会・遺族連合会】
　補助金の使途や会計状況について指導を行い次年度より改善を
行って頂くこととなっているが、引き続き指導が必要と思える。
　会員が高齢化しており、事務処理、会計処理を任せられる人材
の確保が困難な状況と思える。
　団体に期待している「反戦・反核」の活動ができない状態にな
りつつある。

【保護司会】
　保護司会の運営には保護司自身が地域活動推進費を寄付金とし
て拠出している状況もあり、一方的な削減は困難かと思われる。

【原爆被害者連絡対策協議会・遺族連合会】
　戦後６８年が経過し、いずれの団体も高齢化が進み、事業縮
小や支部解散に向けての動きがある。
　
【保護司会】
　県の保護司会などからも事業補助を受けて活動をされてい
る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.20

2,693

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

265

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

各補助団体における補助金の使途や会計状況を調査し、会計の適切
性を指導した上で、第2次補助金合理化計画に基づく補助金の削減
について協議を行った。

解決できていない課題

③

2,693

22.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

延べ出席者数
　H22　428人　H23　247人
　H24　268人　H25　400人

－

年度－

95.80%

-

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

延べ出席者数
　H22　396人　H23　428人
　H24　528人　H25　517人

H23活動補助金　600千円
H24活動補助金　600千円
H25活動補助金　600千円

目標値
（目標年度）

106.00

238.00

24年度 25年度

-

228.00

60.00

-

22.00

－

－

14.00 21.00

16.00 18.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

513.00

計画値

コ ス ト

計画値

40.00

合計

人

指　標　名　等

3,426

必要人員

3,426

50.94%

－

日 実績値

単位当たりコスト③

実績値
遺族連合会会員数

対　前　年　比

人

原爆被爆者対策連絡協議会
会員数

－

安芸高田地区保護司会会員
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

22.00

一般財源等合計

25.00

25年度

22.00

－

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

100.00% －

-

計画値

－

計画値

実績値

39.00

39.00 －

－

－

－

89.00

人

千円

1,007.00

0.20

単位当たりコスト①

106.00

26年度

人

千円

H23 吉田･八千代･高宮･向原の4
支部で1028人(活動報告による)
　　  活動補助金　104千円
H24 4支部で1007人
　　  活動補助金　104千円
H25 4支部で513人
　　　活動補助金　104千円

年度実績値

0.20

1,014一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

・青少年の非行防止と犯罪防止運動の推進
・原爆被害者間の医療・福祉の向上を図るための諸活動と、原爆死没者へ対する慰霊そして核廃絶を目指す活動を支援
　する。
・戦没者の慰霊と遺族間の相互扶助等、遺族連合会活動を支援することを目的とする。

安芸高田地区保護司会・原爆被害者連絡対策協議会及び遺族連合会に対して補助金を交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,075

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田地区保護司会員並びに遺族会・原爆被害者会員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会福祉団体援助事務事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,733

人件費

活
動
・
結
果
指
標

安芸高田地区保護司会
活動日数

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

遺族連合会
延べ活動回数

指　標　名

38.00 －

原爆被爆者対策連絡協議会
延べ活動日数

単位 計画値 51.00

日 実績値

26年度

○

1,014

H23活動補助金　369千円
H24活動補助金　369千円
H25活動補助金　369千円

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

Ü

○

Ü

Ü

○

○

×

Ü

Ü

Ü

○

○

Ü

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,014

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,693

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,618

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 17

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

265 福祉保健部 社会福祉課（社会福祉団体援助事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

Ü

Ü

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

岡島　勤

チェック

【災害見舞金に関しての記述】
　ここ数年は家屋火災に対する見舞金の支給のみで、専門性を
有する必要はなかったが、水害や土砂災害が起きたときには建
築物についての専門的知識を有する者が必要となる。

【住宅手当に関しての記述】
　国、県、市において広報しているが、事業の有効性は安芸高
田市では感じられない。

【災害見舞金に関しての記述】
　火災家屋の被災状況については、消防署との連携により、手
続きの簡素化に努めている。

【住宅手当に関しての記述】
　全国的に見ても、制度の要件が厳しいため、認定件数はあま
り多くないようである。
　件数が少なく、職員の制度や知識の習得に係る時間等を考慮
すると、事業効率は決して良いとは言い難く、国において制度
の見直しが必要と思われる。

【災害見舞金に関しての記述】
　大規模災害に該当すれば、国・県よりの支援金・見舞金の支
給があるが、小規模の災害や火災に対しては市の単独での見舞
金だけである。

【住宅手当に関しての記述】
　当市は、中山間地でほとんどが持ち家であり、当事業に該当
するものの割合が極端に低いと思われる。
　該当者がいても、今の生活に苦慮している状況が多く、住宅
手当の給付のみでは生活が成り立っていかないことや、制度
上、生活保護か住宅手当のどちらか一方を選択する必要があ
り、また、住宅手当の支給には時間がかかるため、生活保護制
度に依存しているのが実態である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
毛利　幹夫

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.10

875

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

266

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・火災による被災届けについては、消防署と協議し、図面の簡素化
に努めた。

解決できていない課題

・行旅困窮者支援に関しては、事業の実施について検討する必要があ
る。

③

875

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

#DIV/0!

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H21.10月～新規採択事業
　１人世帯　33,000円
　複数世帯　43,000円

行政から積極的に働きかけるものでは
ない。
取扱件数
　H21　0件
　H22   0件
　H23   0件
　H24   0件
　H25   0件

目標値
（目標年度）

0.00

0.00

24年度 25年度

0.00

0.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

6,000

1,000.001,000.00

6.00

計画値

コ ス ト

計画値

40.00

合計

人

指　標　名　等

1,779

必要人員

1,779

100.00%

－

30,000.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

行旅病人・行旅死亡人支給
件数

対　前　年　比

件

行旅困窮者支給件数

災害見舞金支給件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 80,000

2.00

一般財源等

6,000

合計

13.00

25年度

1.00

60,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

200.00% －

80,000.00

計画値

－

計画値

実績値

困窮者援助事業のため目標設定不能

－

－

人

千円

6.00

0.20

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

行政から積極的に働きかけるもので
はない。（1.000円/回）
取扱件数
　H21　14件
　H22   5件
　H23   6件
　H24   6件

年度実績値

135一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

1,259

・災害の被災者の生活の安定に資する。
・行旅困窮者や行旅病人・行旅死亡人に対しては、規定や法律に基づき旅費や医療扶助並びに埋葬又は火葬を行う。
・離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又はおそれのある者で条件を満たせば、
　最長6ヶ月間の住宅手当を給付する。
「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」に基づき、全半壊若しくは全半焼家屋については見舞金を、また、災害により死亡された場合は弔
慰金を支給する。また、目的を持ってある目的地まで行旅する者で旅費等に困窮する者や、行旅中、病気になって医療費の支払に困窮している
者（行旅病人）には規定に基づき旅費や医療扶助を行うとともに、安芸高田市内において身元不明のまま発見された行旅死亡人については埋葬
又は火葬を法律に基づいて行う。離職によって、住宅を喪失又はおそれのある者には、市の生保基準により住宅手当を給付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等66

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

災害等により被害をうけた市民と行旅困窮者及び行旅病人・行旅死亡人
離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又はおそれのある者。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

困窮者援助事務事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 86

人件費

活
動
・
結
果
指
標

住宅手当支給件数
単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

1,394

調査件数
　H21　1件
　H22   3件
　H23   2件
　H24   １件
　H25　 2件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,394

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,693

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

809

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 17

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

7,620

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,618

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,666

Ü

×

○

○

Ü

合計

○

Ü

Ü

○

Ü

Ü

×

Ü

○

Ü

Ü

Ü

○

1,666

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

8.00 －
国庫債券交付件数

単位 計画値 6.00

日 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

原爆手帳・証書等申請件数
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 87

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

援護事務事業

4

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

原爆被爆者（被爆者健康手帳等所持者　1,523人（H25年3月末）や戦没者等の遺族等

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

県が認定・支給する各種手当等を受給し福祉の向上に役立ててもらう。
戦没者等の遺族に対して諸制度の周知を図り、福祉の増進に努める。

広報や個別通知で制度を周知する。
諸申請・届出の受理・進達を行う。
県が審査・決定後、市が手帳・証書・国庫債券等を申請（請求）者へ交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,581 13

実績値

1,666一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

H23　特別弔慰金    5件
　 　　特別給付金    6件
H24　特別弔慰金　  -件
　　　 特別給付金　 2件
　　　　残り1件は他町で申請済
H25　特別給付金　27件

年度

人

千円

2.00

0.90

単位当たりコスト①

5.00

－

－

計画値

実績値

－

98.79% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

25.00

25年度

496.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

490.00

特別弔慰金等請求件数
3.00

被爆者援護受理件数

－

実績値

計画値

1350.00%

－

日 実績値

単位当たりコスト③

実績値
特別弔慰金等個別通知件数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

180.00

合計

人

指　標　名　等

7,707

必要人員

7,707 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

27.00

－－

165.00

3.00

24年度 25年度

3.00

1.00

164.00

33.33%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H25実績
　手帳　11件 ・ 健康管理　149件
　医療特別手当　4件
　　　　　H23　　H24　　H25
弔慰金 　　 2件　　－件　　-件
給付金　　  5件　　5件　　8件

H23　特別弔慰金延べ　12件
　　　 特別給付金延べ　  3件
H24　特別弔慰金延べ 　－件
　　　 特別給付金延べ　 3件
H25　特別給付金　1件

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,199

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

【今後出てくる問題点】
対象者が高齢化していくなか、より正確な情報提供が求められて来る。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

267

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.20

3,186

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岡島　勤

チェック

　本庁・支所において県からの情報をできるだけ共有し、被爆
者の問い合わせに対して迅速に対応できるよう努めているが、
進達事務のため県からの情報だけでは対応できないものや特異
な例もあり、その都度県に照会しなければならない等、被爆者
にとって不都合が生じる場合もある。

　高齢化している被爆者の利便性から支所での窓口対応も必要
となっており、均一化したサービスを提供するため、支所の担
当者も県の担当者会議に出席している。

　特別弔慰金・特別給付金に関して言えば、国又は県が直接
行っても差し支えない。裁定等決定は都道府県が行っており市
は請求窓口及び国庫債権交付の窓口となっている。
　被爆者援護事務は県が実施主体及び財源負担しており、市町
は進達・窓口事務のみである。県が直接事務行っても差し支え
ないが、対象者である被爆者の高齢化により、身近な相談窓口
である市町のサービスが求められている。

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

267 福祉保健部 社会福祉課（援護事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 21

施　 策 地域福祉活動の推進
2

継続

10,583

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

11,326

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

353

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

353

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％

前年度指摘の改善率(文書
or口頭)

指標化できない成果

計画値

実績値
指摘件数(文書or口頭)

活
動
・
結
果
指
標

指導監査等実施施設数
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 20

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

社会福祉法人等の指導監査事務事業

4

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉総務費

社会福祉総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○社会福祉法人
○児童福祉・厚生施設　等

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査等を実施し、社会福祉事業の適正な運営を確保するとともに、その経営・運営水
準の向上

安芸高田市内の社会福祉法人、児童福祉・厚生施設に対し、指導監査、実地指導を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等350 13

実績値

1.40

353一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

実施施設数

年度

25.00

人

千円

26.00

1.25

単位当たりコスト①

28.00

100.00

－

－

100.00

－

　　　　　H22　H23　H24　H25
指摘件数　68件　84件　92件　58件
改善件数　51件　59件　71件　38件

計画値

実績値

100.00

77.17 65.52

－

127.78% －

86.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

176.00

25年度

18.00

－

28.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

23.00

指導監査等実施延べ日数
25.00

指導監査等実施実日数

－

実績値

計画値

111.54%

－

施設 実績値

単位当たりコスト③

実績値
指導監査等職員延べ人数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

250.00

合計

人

指　標　名　等

10,603

必要人員

10,603 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

29.00

28.00

28.00

28.00

－

59.00 114.00

－ －

－

26.00

63.00

24年度 25年度

75.00

86.00

29.00

136.51%

86.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

対象施設29施設
*H23は障害33施設、介護4につい
ては他の部署で実施

目標値
（目標年度）

年度

　　　H22　H23　　H24　　H25
文書　47件　16件　13件　　29件
口頭　83件　82件　46件　　85件

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

11,676

20.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・監査専門員の委嘱により、経理分野と労務分野について、より専
門的な監査が実施できた。

解決できていない課題

児童福祉施設等の施設監査の実施担当部署

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

513

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　社会福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.40

11,663

0826
（42）5615

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会福祉総務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
久城　恭子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岡島　勤

チェック

・指導監査実施により社会福祉事業の適正な運営を確保、事業
者の資質向上を図るため有効である。
・地域密着型介護サービス事業の指導監査は高齢者福祉課、指
定障がい福祉サービス事業所の指導監査は障害者福祉係と行っ
ているが、児童福祉施設に関しては社会福祉係が行っている。
施設の認可を担当する子育て支援課が実施したほうが専門性を
有する職員が実施にあたることになるのではないか。

・児童福祉施設等の施設監査も当課で実施しているが、通常の
指導は施設の設置認可を行う課で行っている。職員の研修等の
効率性を考慮すると認可を行う部署で指導監査を実施する方が
効率がよいと思われる。
・平成23年度からは、指定障害福祉サービス事業所、地域密
着型介護サービス事業については、担当課が監査を実施してい
る。

・平成21年4月広島県から権限移譲(第二種社会福祉事業のみ
を行う3法人：社協、愛心会、報正会）された事務であり、全
国的に度重なる法人の不祥事から市民の関心は高い事務であ
る。
・平成25年4月には、社会福祉法の改正により、障害者福祉関
係施設2法人（たんぽぽ、ひとは福祉会）、高齢者福祉関係施
設2法人（ちとせ会、高宮美土里福祉会）も権限移譲された。
また、11月には八千代愛児会が設立され、市が所管する社会
福祉法人は、8法人となった。
・今年度から経理分野と労務分野にそれぞれ監査専門員を委嘱
し監査にあたっている。
・今後、監査指導方法等、他自治体との連携を図り情報等の蓄
積を行う必要がある。

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

28.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

513 福祉保健部 社会福祉課（社会福祉法人等の指導監査事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

　施設の譲渡を行ったことで、より地域に密着した施設となり
まちづくりの活動拠点として有効活用できる。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

4,000.00

岩﨑　猛

チェック

　施設を地元が管理することで、地域の施設として広く地域住
民に活用してもらうことができ効率的な運営ができる。

　指定管理者制度の利用により経費の削減を行っている。ふれ
あいプラザについては、地元へ譲渡することにより管理費、修
繕費、公共料金等（上下水道、電話等）の削減が見込まれる。
　社会福祉施設の老朽化により修繕費が増大することが考えら
れるため、現在、指定管理している施設についても対策を検討
する必要がある。

　社会福祉施設の管理は指定管理者において行っている。
　ふれあいプラザ５施設の内、４施設は地元へ譲渡した。１施
設は地元の管理委員会に指定管理者として指定した。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている8

電話
近末　訓

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.60

165,524

0826
（47）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

福祉センター運営費

受益者負担を検証している

269

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

平成26年4月1日に、ふれあいプラザ（向原、坂、戸島、有保、保
垣）の指定管理及び、無償譲渡を行う。

解決できていない課題

引き続き、吉田老人福祉センター、ふれあいセンターいきいきの里公的
関与の見直しを行う。

③

165,524

4,000.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

0.00

4,000.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4.00

計画値

コ ス ト

計画値

13.00

合計

人

指　標　名　等

17,346

必要人員

17,346

#VALUE!

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

譲渡する施設
-

利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

96,714.00

一般財源等合計

43.00

25年度

6,248.00

－

5.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

1547.92% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

-

0.18

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

ふれあいプラザの施設数

年度実績値

8,653一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

　健康で明るい生活を営むことができる環境づくりを促進する。

　高齢者や地域の住民が、吉田老人福祉センター、ふれあいセンターいきいきの里、ふれあいプラザ（向原、坂、戸島、有
保、保垣）等の利用を促進し健康で明るい環境づくりの拠点とする。
　平成25年度にふれあいプラザ（向原、坂、戸島、有保、保垣）を地元へ譲渡する等により財政の効率化を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等160,702

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉施設費

社会福祉施設の運営に関する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　健康の増進、教養の向上、レクリエーションのために施設を利用する地域の高齢者や地域住民

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

社会福祉施設運営事業

3

作成者氏名

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 15,846

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

数

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

8,653

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

×

○

×

○

×

×

×

×

○

○

○

Ü

○

合計

×

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

8,653

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,500

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,822

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会福祉施設の運営
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

269 福祉保健部 高齢者福祉課（社会福祉施設運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

施　 策 介護サービス特別会計運営事業
1

29 3

22,423

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

18,483

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

21,914

○

○

○

○

Ü

合計

×

Ü

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ü

○

21,914

平成2５年3月～平成2６年2月ま
での実利用者数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
要支援者の維持・改善率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 18,442

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

14

介護予防支援事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

介護予防支援事業費

介護予防支援事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

介護保険で要支援１・要支援２の認定者のうち、介護予防サービスの利用を希望する者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

介護サービス特別会計

介護予防サービスの利用希望者のニーズにあった介護予防サービス計画書を作成し、心身の状態を向上又は維持し、介護予
防に資することを目的とする。

介護予防支援事業所として、要支援者の介護予防サービス利用の支援を行う。対象者のアセスメントを行い、介護予防プラ
ンを作成し、心身の向上又は維持するよう介護予防サービスの提供を行う。また、一定期間ごとにサービス提供後の評価及
び再アセスメントを行い、介護予防プランの見直しを行う。介護サービス特別会計において、介護報酬と一般財源により運
営を行っている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等18,787

実績値

21,914一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

平成2５年3月～平成2６年2月ま
での給付管理数（延）

年度

人

千円

5,745.00

2.69

単位当たりコスト①

－

－

70.00

計画値

実績値

－

98.06% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

166.00

25年度

669.00

－

5,800.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

656.00

介護予防サービス計画作成
件数

5,500.00

介護予防サービス利用者数

－

実績値

計画値

103.10%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

188.00

合計

人

指　標　名　等

40,865

必要人員

40,865 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

5,923.00

5,800.00

670.00

－

63.00 60.00

70.00 70.00

－

24年度 25年度

介護予防支援事業

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

更新・変更認定において、要介護
度が維持又は軽度になった割合

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

平成２６年度に非常勤職員を１名増員予定

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

１名分の報酬（2,280,000円）増額

37,270

650.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

各種研修等に参加し、専門性を高め、介護予防支援を行うことがで
きている。ニーズに合わせた対応を行えている。

解決できていない課題

年々、介護予防サービスの利用者や計画作成件数も増加してきており、
担当件数が増加することにより、職員の負担も増えてきている。制度改
正もあり委託件数の増も期待できないため、非常勤職員の雇用等により
効率化を図る必要がある。地域包括支援センターの委託についても検討
課題である。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

278

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

サービス事業費

介護予防支援事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

2.30

37,270

0826
（47）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

介護予防支援事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
松笠　和治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岩崎　猛

チェック

高齢者支援センターや居宅介護支援事業所においては、介護予
防支援業務を行うにあたり、研修を受けている。サービス利用
や計画作成件数については、増加傾向にあり、必要性も高いた
め、今後必要に応じて、介護予防支援業務についての研修をケ
アプラン作成者のみならず、サービス事業所などにも研修を
行っていくことが必要であると思われる。市北部など、サービ
ス提供事業所が少ない地域もあり、サービス提供に偏りがある
課題もある。

介護予防プラン作成のための相談業務を居宅介護支援事業所へ
一部委託している。しかし、居宅介護支援事業所には逓減制が
あるために受け入れができる人数に制限がある。平成２４年度
より制度改正もありさらに受け入れも難しくなっている。高齢
者支援センターでは、非常勤職員の雇用をし、効率化を図って
いるが増員しないと対応できない状況になってきている。。
今後も要支援認定者の増加により、コストが増えていく可能性
がある。
地域包括支援センター自体を委託する等の手法もあるが、課題
も多いため、要検討である。

要支援の認定後に、サービス利用のニーズがあるか個別に確認
を行い、希望があるときには、訪問等で介護予防のケアプラン
作成をしている。この事業は地域包括支援センター（高齢者支
援センター）が中心に行っているが、相談業務の一部を居宅介
護支援事業所に委託することで、迅速に対応している。要支援
者の介護予防支援業務は、地域包括支援センターと一体的に行
うものであり、安芸高田市においては直営で地域包括支援セン
ターを設置していることもあり、この事業も市が主体的に行っ
ている。

直接的な市民の参画はないが、地域包括支援センターの運営に
関して定期的に運営協議会を持ち、被保険者代表や医師や民生
委員など各分野からの意見を聴取する機会を持っている。

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

670.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

278 福祉保健部 高齢者福祉課（介護予防支援事業）.xls



年 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

×

款 4

国や県と重複のない事務事業である

1

27.00

岩崎　猛

チェック

一次予防事業との重複利用ができない事業であるため、一次予
防事業の継続を希望する者が多く、目標値を下回った。

参加者にとって介護保険サービスと混同されやすく、参加者の
目的意識が薄い。
6か月で修了する事業であるが、継続しての参加を希望する者
が多いため、介護保険に移行しやすくなっている。事業の実施
方法など検討が必要。

機能低下の有無を判定する「げんき確認シート」を要介護認定
を受けていない第1号被保険者に送付した。その結果機能低下
が認められると判定された者を事業対象者として決定してい
る。
このままでは要介護状態に移行する可能背の高い高齢者を対象
としているため、緊急かつ継続性が求められる事業であるが、
げんき確認シートの回答に妥当性が少なく、本来必要とする対
象者が把握できていない。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田村　綾子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.55

26,413

0826
（47）1281

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

二次予防事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

介護予防事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

申込をしていない者のうち、事業への参加が必要な者の選定のあり方を
検討する必要がある。
継続しての参加を希望するため、要介護認定を受け介護保険サービスへ
移行するケースがある。介護予防の観点から目的意識が薄い。

③

26,413

29.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

未認定者数/第1号被保険者数
H25年度以降は指標計算方法を次のとおり変更（要介護
認定を受けなかった者/通所型介護予防事業参加者）

－

年度－

102.60%

80.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

げんき確認シート回答者数/要介
護認定を受けていない第1号被保
険者数

目標値
（目標年度）

74.50

24年度 25年度

80.00

76.44

10.00

29.00

－

86.39

80.00 800.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

7.13

計画値

コ ス ト

計画値

64.00

合計

人

指　標　名　等

20,405

必要人員

20,405

91.41%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
げんき確認シート回収率

対　前　年　比

％

通所型介護予防事業参加率
30.00

二次予防事業対象者出現率

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

25.40

一般財源等合計

40.00

25年度

25.71

－

20.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

98.79% －

80.00

計画値

－

計画値

実績値

4.00

－

－

80.00

要支援サービス利用者数/第1号被保険者
数
（H25年度以降は指標としない）

人

千円

7.80

0.92

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

通所型介護予防事業参加者数/二
次予防事業対象者数

年度実績値

15,931一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

介護保険特別会計

心身の機能低下を防止し、介護予防事業を効率的に実施することで、二次予防事業対象者が要介護や要支援状態へ移行する
ことを予防する。

二次予防事業対象者が通所型介護予防事業に参加し、運動器機能向上・口腔機能向上・栄養改善等複合型介護予防予防プロ
グラムに参加することや、訪問型での個別指導を行うことで、要介護状態への移行を防止し高齢者の生活の質保つことがで
きるよう介護予防支援を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等21,993

24年度 25年度

国県補助金等

二次予防事業費

二次予防事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

要支援・要介護認定を受けていない第1号被保険者で、介護予防のための基本チェックリスト（げんき確認シート）によ
り、介護予防事業の利用が望ましいと判定された者。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

二次予防事業

平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 12,736

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

％

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
要支援サービス利用率

指標化できない成果

計画値

実績値
自立率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

15,931

二次予防事業対象者数/要介護認
定を受けていない第1号被保険者

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

合計

×

×

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

15,931

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

7,669

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,420

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

施　 策 地域支援事業 事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

平成 18

施　 策 地域支援事業

4,751

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,215

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

34,406

○

○

○

○

○

合計

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

34,406

・認知症サポーター養成研修
264
・健康運動推進員養成研修
202

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
参加率

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 26,214

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

一次予防事業

4 平成

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

24年度 25年度

国県補助金等

一次予防事業費

一次予防事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

概ね65歳以上高齢者。一部事業（げんき教室）については、要介護認定を受けていない65歳以上高齢者を対象とする。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

介護保険特別会計

置かれている心身の状況に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防事業を効果的に実施することで、要介護状態や要
支援状態に移行することを予防し、健康淳用の延伸を目指す。

地域集会者などに出向き、運動器機能向上、口腔機能向上、認知症予防等について行う介護予防啓発活動。
福祉法人等に委託して実施する介護予防教室の実施。
認知症になっても住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよう、認知症及び家族を支える地域づくり推進。
転倒防止のための体操「ころげん体操」を地域で普及することを目的とした地域リーダー養成。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等33,496

実績値

34,406一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

・いきいき介護予防教室　1,294
・介護予防講演会　550
・一般介護予防教室　70
・げんき教室　9,297

年度

今後の計画値
（計画年度）

10,487.00

0.57

単位当たりコスト①

計画値

－

－

－

120.00

計画値

実績値

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

－

78.06% －

効
率
性

受益者負担

有
効
性

人

千円

人

千円

一般財源等合計

29.00

25年度

597.00

市
民
参
画

－

地域見守り体制研修参加者
数

－

実績値

計画値

466.00

13,000.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

介護予防教室延参加者数
13,000.00

計画値

コ ス ト

計画値

40.00

合計

コ ス ト

人

指　標　名　等

30,965

必要人員

30,965 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

活
動
・
結
果
指
標

－

－

11,211.00

106.90%

－

13,000.00

1,000.00

－

103.00 106.30

60.00 100.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

延参加者数/第1号被保険者数
　11,677/10,985

－

年度－

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

データによる委託先事業所とのやり取りにより、事務的負担が軽減
できた。

36,711

1,500.00

年度

年度

解決できていない課題

市民が介護予防の必要性について感じているものの、それが日常生活に
生かされているか、実践を伴っているかについて検証が必要。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

289

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

市民のニーズが適正に反映されている

1

0826
（47）1281

会計名

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

－

0.40

36,711

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

26年度

専門性をもった人材を活用できている

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

一次予防事業費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】田村 綾子

市民のニーズを的確に把握している

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

国や県と重複のない事務事業である

地域支援事業費

介護予防事業費

600.00

岩崎　猛

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

受益者負担を検証している

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

備考欄（留意事項）

行政サイドだけでの事業計画であり、市民参画には至っていな
い。
各種団体を活用したりあらゆる機会をとらえて広報活動を行っ
た。

Ü

チェック

事業実施が不十分であり、当初の目標達成には至らない。
事業計画や開催通知、開催時期など目標達成に向けた検討が不
十分であった。
介護予防教室については参加者の需要も高く、昨年度同様の数
値目標を達成の見込みである。
地域見守り体制事業については、目標値を下回っている。積極
的な働きかけが不足していた。

介護予防を推進していくうえで重要となる地域見守り体制の構
築について、より積極的に関わっていくことが必要。
高齢者大学や老人クラブ等各種団体の活用により、得られる効
果は大きいと思われる。

○ 高齢化に伴い、健康寿命延伸を目的とした介護予防に対する
ニーズは一般的に高いと予想されるが、その根拠となる把握を
行っていない。

○

×

款 ×

電話

妥
当
性

4

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域支援事業
1

26 3

6,835

5,683

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,831

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

×

Ü

Ü

○

○

Ü

0

高齢者支援センター及び、在宅介
護支援センター（地域包括支援セ
ンターブランチ）にて相談を受け
た件数。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 9,592

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

総合相談事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

総合相談事業費

総合相談事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

原則的には市内に住所を有する高齢者及びその家族。加えて、高齢者を支える地域住民。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

介護保険特別会計

住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を維持していくことが出来るよう、相談・支援を行う。

高齢者が抱える様々な心配事等の相談を総合的に受ける。また、高齢者の心身の状況や生活状況の実態を把握し、保健・医
療・福祉等の適切なサービスの紹介・利用へつなげていくなどの助言・支援を行う。また、これらの業務を高齢者支援セン
ターをはじめ、地域の身近な相談窓口として位置付けている在宅介護支援センター（市内6か所）に委託して行っている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,098

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

70.00 在宅介護支援センター（地域包括
支援センターブランチ）にて高齢
者の実態把握を行った件数。

年度

1,100.00

H27

人

千円

H2747.00

0.82

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

30.78% －

2,454.47

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

130,660

合計

61.00

25年度

3,613.00

8,868,000

－

70.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 8,868,000 8,868,000

1,112.00

高齢者実態把握件数
240.00

総合相談件数

－

実績値

計画値

91.49%

－

7,974.82

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

57.00

合計

人

指　標　名　等

10,744

必要人員

16,427 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

119,540

2,780.002,780.00

43.00

70.00

3,600.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

15,929

5,602.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

今年度、地域包括支援センターを委託することについて、検討する
中で、在宅介護支援センターの委託についても、検討した。

解決できていない課題

地域包括支援センター委託については、来年度以降の検討課題となった
ことで、在宅介護支援センターについても、来年度以降検討が必要と
なった。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.85

15,929

0826
（47）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総合相談事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
登立　弓恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岩﨑　猛

チェック

高齢者支援センター職員及び市内6か所の在宅介護支援セン
ター（地域包括支援センターブランチ）職員で、高齢者に関す
る様々な相談を受け、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることが出来るよう、支援を行った。

実態把握については、高齢者支援センター職員及び市内6か所
の在宅介護支援センター（地域包括支援センターブランチ）職
員で各戸訪問により調査し、高齢者等の様々な相談に対応し
た。主には、本年度中に80歳に到達した一人暮らし（または
80歳以上で昨年度中に一人暮らしになった）人でかつ介護保
険未認定者を対象とした調査となっている。しかし、前年度ま
での調査対象者に対して、フォローが出来ていないことが課題
である。また、現在の在宅介護支援センターへの委託内容及び
委託金額についても、検討が必要である。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが出来る
よう、個々の高齢者の状況やニーズを把握し、相談・支援を
行った。また、ケースによっては訪問して相談に応じたり、適
切なサービス・機関の紹介、制度の利用につなげた。

広報「安芸高田」やパンフレット等で、市民に周知している。

Ü

Ü

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

1,100.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

高齢者虐待防止及び早期発見を目的とした事業所向けの研修会を実施した。また。成年後見制度利用促進を目的として、一般市民向けの講演会及び相談会を実施した。また、高齢者虐待に関するパンフレットを作成し、各戸配布した。

○

Ü

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

1.00

岩﨑　猛

チェック

高齢者の権利擁護のため、適切な助言や支援が行われるよう
に、研修を受講した。

虐待や困難なケースが発生した場合は、高齢者支援センターの
三職種を中心に、関係機関等との連携をとり、支援を行った。
虐待や困難ケースは、対応に非常に時間がかかるケースが多
い。また、関係機関との連携強化及び虐待の防止のため、各種
虐待（高齢者・児童・障害者・ＤＶ）に総合的に対応していく
ため、「安芸高田市虐待等防止ネットワーク会議」を開催し
た。

成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき、事務を行ってい
る。現在、市長申立検討案件が2件あり、その必要性が高まっ
ている。その他、高齢者の権利を守るため、高齢者虐待・消費
者被害等の相談・支援を行っている。場合によっては、緊急対
応を行うケースもあり、緊急性・継続性の高い事業である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
岩永　和之

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1.00

8,423

0826
(47)1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

権利擁護事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

292

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

8,985

2.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度

33.33%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

虐待相談（１２人）消費者被害
（７人）成年後見制度（２３人）

1回目高齢者虐待研修会・2回目
成年後見制度講演会及び相談会

代表者会議1回

目標値
（目標年度）

55.00

21,666.67

3.00

24年度 25年度

1.00

1.00

0

42.00

0.00

1.00

1.00

50.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

518,700

518,700.00179,340.00

1.00

計画値

コ ス ト

計画値

50.00

合計

人

指　標　名　等

6,236

必要人員

6,342

100.00%

#VALUE!

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

安芸高田市虐待等防止ネッ
トワーク会議

対　前　年　比

回

広報回数
1.00

成年後見制度利用支援件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,100

0.00

一般財源等

179,340

合計

72.00

25年度

1.00

 

－

1.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

0.00% －

7,100.00

1.00

計画値

－

計画値

実績値

2.00

2.00 2.00

－

－

41.00

人

千円

1.00

0.72

単位当たりコスト①

65,000

50.00

26年度

人

千円

パンフレット配布（高齢者虐待広
報用）

年度実績値

173一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

介護保険特別会計

542

高齢者の権利を守り、住み慣れた地域において尊厳のある生活を維持し、自分らしく安心して生活を送るための助言や支援
を行う。また、高齢者虐待の対応を適切に実施するために関係機関等との連携協力体制を整備する。

対象への支援を、関係機関等と連携し対応する。また、高齢者虐待だけに限らず、児童虐待・ＤＶ・障害者虐待に迅速かつ
適切に対応するため、関係機関等が連携を強化して虐待等の防止・その啓発活動に努めることを目的とした「安芸高田市虐
待等防止ネットワーク」を設置し、関係機関等の代表者による代表者会議・担当者による担当者会議を開催し、多問題を抱
える対象へ対応する。また、成年後見制度の利用についても相談や支援を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等949 562

24年度 25年度

国県補助金等

権利擁護事業費

権利擁護事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

原則的には市内に住所を有する者のうち、虐待や消費者被害等の権利侵害を受けている高齢者やその家族。また、その疑い
のあるもの。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

権利擁護事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 340

人件費

活
動
・
結
果
指
標

相談対応実件数
単位

単位

件

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

2.00 －
権利擁護講演会及び相談会

単位 計画値 2.00

回 実績値

26年度

Ü

715

Ｈ25年度申立件数　　 ０件
Ｈ2６年度中申立予定　２件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

Ü

○

Ü

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

715

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,002

106

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

8,036

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 地域支援事業
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

地域の介護支援専門員との連携や支援を行なうことで、介護支
援専門員の抱えている課題を把握し、課題解決につながるよう
に助言を行なった。
相談事例が増加している中、対応時間が増加している。

○

○

○

国や県と重複のない事務事業である

市が直営で相談業務にあたっているために、公平性には問題は
ない。
守秘義務については、介護支援専門員にも守秘義務について規
定が課せられているため、問題にはならない。
地域の介護支援専門員が属する団体を活用することで、関係機
関との連携や介護支援専門員の支援が強化される場合がある。
また強化されるように市が後方支援をしていく必要がある。

市民ニーズ調査については3年に一度「高齢者福祉計画・介護
保険事業計画」策定のために高齢者の福祉に関するアンケート
を取っており、それを反映した事業である。
高齢者人口の増加に伴い相談件数が増加しており、迅速に対応
するために調整を行なう機会が増えてきた。
地域の介護支援専門員の中で、主任介護支援専門員の研修を修
了者がいるため、市以外が実施主体にしかなりえないというこ
とはないが、
他市の状況を確認し、実施内容など検討していく必要がある。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

○

担当部課

作成者氏名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
渡海　恵子

市民のニーズを的確に把握している

備考欄（留意事項）

4

福祉保健部　高齢者福祉課 0826
（47）1281

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

岩﨑　猛

チェック

○

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

2

0.80

6,800

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

地域支援事業

包括的支援事業・任意事業費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

中事業

主な
関連

予算・
事業名

会計名 13

款

293

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

地域包括ケアを推進していくために方向性が決まっていないために、中
断している。

③

7,340

12.00

年度

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

300.00

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

地域包括ケア会議にかかる参加者（全
体会）H25年6月80人・平成26年3
月100人・（個別会議）41人

主任介護支援専門員としても相談
や介護支援専門員からのケアプラ
ン等の相談時間（月平均）

目標値
（目標年度）

年度

主任介護支援専門員として介護支援専門員の後方支援を継続的に行
なった。地域包括ケア会議の全体会や個別会議を開催した。

参加延べ人数

24年度 25年度

279.00 362.00

330.00 300.00

26年度

－

－

89.00

年度

221.00

2544.00%

－

75.00

300.00

30.00

合計

人

指　標　名　等

7,714

必要人員

12,037 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

40.00

25.00

コ ス ト

9.00

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談・対応時間

対　前　年　比

分

計画値

コ ス ト

計画値

16.00

15.00

12.00

－

－

12.00

100.00% －

一般財源等合計

58.00

25年度

12.00

－

100.0%

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

300.00

計画値

－

10.00

実績値

－

－177.78%

636.00

計画値

実績値

居宅介護支援事業所連絡協
議会

年度

今後の計画値
（計画年度）

困難事例の後方支援を行なうことで、在宅生活の継続が図れる

－

人0.57

単位当たりコスト①

200.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

12.00

相談件数

千円

主任介護支援専門員としても相談
や介護支援専門員からのケアプラ
ン等の相談件数（月平均）

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

4

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 18

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるように、相談支援を行なう介護支援専門員。

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心して生活が継続できるよう主治医や介護支援専門員との多職種協働と、地域の関係
機関との連携により、包括的・継続的ケアマネジメントを実施するための後方支援を行なう。

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

主要施策

施　 策 地域支援事業
1

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

26年度

直接事業費 7,299

大事業

人件費

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

911 540

人件費

地域の介護支援専門員と関係機関の連携を支援する。また地域における様々な社会資源が活用できるよう、地域の連携・協
力体制の整備、介護支援専門員のネットワークの構築、介護支援専門員が抱える支援困難事例等へのケース検討会への参
加、助言を行なう。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

4,738

4,323

6,429

コスト（千円）

居宅介護支援事業所連絡協
議会

活
動
・
結
果
指
標

地域包括ケア会議
単位

単位

回

単位

件

対　前　年　比

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値 －

人

○

Ü

×

○

Ü

×

Ü

×

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

○

○

○

○

○

合計

×

×

○

Ü

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

0

月1回開催の出席

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

介護保険特別会計26 3平成

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

地域ケア会議においては、民生委員の参加や協力は得られてい
る。
今後ケースによってはボランティアの協働が予測される。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 福祉医療の充実
3

26 3

3,619

15,129

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,085

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

71,983

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

71,983

医療費支給額＝現物給付＋現金給
付

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

受給者1人当たりの医療費
（乳幼児医療費分）

指標化できない成果

計画値

実績値

受給者1人当たりの受診件数
（乳幼児医療費分）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 59,028

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

乳幼児等医療公費負担事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉医療公費負担事業費

社会福祉医療公費負担に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

受給対象者は０歳児～中学校卒業までの乳幼児及び児童（以下「乳幼児等」という）。安芸高田市に住所を有しており、か
つ医療保険加入者であるものに限る。申請者は乳幼児等を養育しているもの。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

16,451

乳幼児等の医療に要する費用の一部を支給することにより、乳幼児等の疾病の早期発見及び治療を促進し、もって乳幼児等
の健やかな育成を図ることを目的とする。

受給対象者の医療費の自己負担（未就学児2割、小中学生3割）の自己負担分を一部助成。医療機関での医療費の自己負担は1医療機関に
つき1日500円。平成18年7月末までは受給申請者の所得制限をもうけていたが、平成18年8月1日以降はその制限を廃止した。平成
21年度から小学6年生まで支給対象を拡大。平成２５年度から中学３年生まで支給対象を拡大。また、更新において平成21年12月から
所得等の確認の同意書を支給申請者から求め、公簿等で受給要件が確認可能な場合は自動更新としている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等62,767 14,339

実績値

55,532一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

件数＝レセプト件数＋現金給付支
給件数

年度

人

千円

36,147.00

0.43

単位当たりコスト①

22,237.00

－

－

20,360.00

13.02

医療費支給額/受給者数
医療費給付の動向を確認する

計画値

実績値

22,028.00

19,818.00 17,491.00

－

108.51% －

3,355.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

71.00

25年度

54,937,172.00

－

36,076.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

59,611,798.00

乳幼児医療費支給件数
34,358.00

乳幼児医療費支給額

－

実績値

計画値

104.79%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

乳幼児医療受給者数
（年度末）

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

65.00

合計

人

指　標　名　等

47,518

必要人員

62,647 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

37,878.00

43,670.00

60,485,000.00

－

13.04 11.11

13.36 13.26

－

2,772.00

24年度 25年度

2,667.00

3,408.00

122.94%

2,720.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受給者総数を計上

目標値
（目標年度）

年度

支給件数/受給者数
医療費給付額の動向を確認する

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

67,852

57,604,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

302

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.63

53,513

0826
（42）5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

乳幼児医療公費負担事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
森竹加代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

　医療費は増加傾向にある。制度の浸透がうかがえる。

　広島県内での受益者負担を設けていない市町は3市町ある。
しかし、一定の受益者負担は必要と考える。

　平成25年度から対象を中学校卒業までとし、市単独での拡
大は市民のニーズに適正に対応しているといえる。県内市町
で、安芸高田市と同様に中学校卒業までを対象としているのは
三次市をはじめ３市町。

　制度の周知については、受給もれが生じないよう、総合窓口
課と連携をとり徹底している。
  また、更新については自動更新として所得の確認が可能な方
には受給者証の交付を行い送付している。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

68,308,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

302 福祉保健部 保健医療課（乳幼児等医療公費負担事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 福祉医療の充実
1

26 3

6,902

76,897

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,987

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

168,159

○

Ü

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

×

○

168,159

医療費支給額＝現物給付＋現金給
付

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

受給者１人当りの医療費
（重度障害者医療費分）

指標化できない成果

計画値

実績値

受給者１人当りの受診件数
（重度障害者医療費分）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 150,034

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

重度心身障害者医療公費負担事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉医療公費負担事業費

社会福祉医療公費負担に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

受給対象者は以下の条件を満たすもの。　①安芸高田市に住所を有すること。(ただし、住所地特例を除く)　②身体障害者
手帳1級～３級・療育手帳マルA・A・マルBの所持者であること。　③医療保険に加入していること。　④本人・配偶者・
扶養義務者のいずれもの所得がそれぞれ基準額未満であること。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

84,063

重度心身障害者に対し、医療費の一部を支給することにより、健康の向上に寄与し、もって重度心身障害者の福祉の増進を
図ることを目的とする。

受給対象者の医療費の自己負担分を一部助成。受給対象者の自己負担は1医療機関につき外来1日２００円（月４回まで）
入院１日２００円（月１４日まで）となる。保険薬局で薬剤の支給を受けた場合は一部負担金はかからない。県外受診をし
た場合は、申請により一部自己負担金をのぞく額の償還払いが受けられる。治療用装具を作った場合は申請により自己負担
分は全額償還払いを受けることができる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等151,241 76,347

実績値

84,096一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

件数＝レセプト件数＋現金給付支
給件数

年度

人

千円

31,834.00

0.82

単位当たりコスト①

119,166.00

－

－

127,115.00

26.12

医療費支給額/受給者数
医療費給付の動向を確認する

計画値

実績値

118,038.00

113,316.00 111,725.00

－

99.58% －

1,300.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

42.00

25年度

147,311,366.00

－

30,297.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

146,695,261.00

重度心身障害者医療費支給
件数

29,703.00

重度心身障害者医療費支給
額

－

実績値

計画値

100.84%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

重度障害者医療受給者数
（年度末）

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

124.00

合計

人

指　標　名　等

80,039

必要人員

156,936 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

32,100.00

33,950.00

163,973,000.00

－

24.49 24.45

23.11 22.01

－

1,300.00

24年度 25年度

1,349.00

1,313.00

101.00%

1,376.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受給者総数を計上

目標値
（目標年度）

年度

支給件数/受給者数
医療費給付の動向を確認する

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

154,228

156,165,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

309

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.37

77,881

0826
（42）5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

重度心身障害者医療公費負担事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
森竹加代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

①重度障害者は医療を受けることが多く（体調維持等）、その
ため医療費も高額になりやく、当医療費支給制度により経済的
な負担軽減対策を行い、安心して医療を受けられる環境を整備
することで、重度障害者の健康保持と生活の安定を図り、福祉
の増進に寄与することができる。
②当医療費支給制度により、重度心身障害者医療被保険者への
適切な医療給付が十二分に確保・第三者による人的配慮の促進
等、重度心身障害者の健康の増進につながり、自立支援と社会
参加に寄与している。
③制度の周知の方法の検討、本庁・支所間の情報共有の方法の
見直し、職員の制度理解のための研修などを行うことで、制度
周知に係る事務負担増をおさえることが可能であると見込まれ
る。

県補助のため、県財政の悪化により補助が削減されれば財政的
に負担が増大する可能性がある。制度の変更によっては制度説
明や、制度周知のため事務負担増、それによる人件費の増大が
予想される。

県統一の制度の見直しにより利用者の負担増となっている。そ
れに対する市の対応を検討するため、他の自治体との比較、ま
た他県制度の状況の把握の必要性がある。

　重度心身障害者の当医療制度の利用から、高度な医療への給
付の充実を図ることで該当者の経済的安定化を図り、また療
育・リハビリテーションへのさらなる参加の促進を促すことで
人間（対人）関係が良好となる。このことから円滑な治療効果
が期待でき、市民ボランティア・ＮＰO・社会福祉法人等によ
るイベント・福祉施設のさらなる発展に寄与することが期待で
きる。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

165,249,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

309 福祉保健部 保健医療課（重度心身障碍者医療公費負担事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 福祉医療の充実
2

26 3

3,535

3,741

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,179

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

7,828

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

7,828

医療費支給額＝現物給付＋現金給
付

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

受給者１人当たりの医療費
（ひとり親家庭医療費分）

指標化できない成果

計画値

実績値

受給者１人当たりの受診件
数

（ひとり親家庭医療費分）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 7,303

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

ひとり親家庭等医療公費負担事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉医療公費負担事業費

社会福祉医療公費負担に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

ひとり親家庭等医療の受給対象者は次の条件をすべて満たす者。ひとり親家庭の父又は母及び児童（児童の年齢は0歳～18
歳に達する日以後の最初の3月31日まで）であること。医療保険に加入していること。ひとり親家庭の父又は母が安芸高田
市に住所を有していること（住所地特例対象者は除く）。所得税非課税世帯であること。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

3,911

ひとり親家庭の父又は母及び児童等に対し、医療費の一部を支給することにより、その保健の向上と生活の安定を図ること
を目的とする。

受給対象者の医療費の自己負担分を一部助成。平成18年7月末までは医療費と自己負担分全額を公費が負担していた。しか
し、ひとり親家庭等医療費公費負担事業を今後とも安定的で持続可能な事業とするために、受益と負担の関係の見直しを
図った結果、平成18年8月1日以降は1医療機関につき1日250円の一部負担金を導入した。平成20年8月1日以降は一日
５００円となった。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,883 3,789

実績値

3,917一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

件数＝レセプト件数＋現金給付支
給件数

年度

人

千円

2,910.00

0.42

単位当たりコスト①

29,430.00

－

－

23,153.00

9.66

医療費支給額/受給者数
医療費給付の動向を確認する

計画値

実績値

30,323.00

21,581.00 23,250.00

－

107.40% －

326.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

30.00

25年度

7,013,979.00

－

2,986.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

7,533,086.00

ひとり親家庭医療費
支給件数

2,927.00

ひとり親家庭医療費
支給額

－

実績値

計画値

103.78%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

ひとり親医療受給者数
（年度末）

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

63.00

合計

人

指　標　名　等

7,097

必要人員

10,838 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3,020.00

3,150.00

8,240,418.00

－

8.95 9.32

10.91 10.66

－

325.00

24年度 25年度

274.00

324.00

99.69%

280.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受給者総数を計上

目標値
（目標年度）

年度

支給件数/受給者数
医療費給付の動向を確認する

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

10,062

8,078,872.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.27

6,273

0826
（42）5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

ひとり親家庭等医療公費負担事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
森竹加代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

　更新案内を通じて周知に努めている。もっと広く広報等で周
知を努める必要がある。

　この制度の対象者が全員申請しているかどうかは確認ができ
ない。平成22年8月からは、父子家庭の父子にも児童扶養手当
が支給されることとなったが、児童扶養手当の受給を受けてい
るにも関わらず、ひとり親家庭等医療についての申請をされて
いなかったケースもあり、周知については課題が残っている。

  父子家庭、母子家庭にあっては家計に占める医療費の割合も
大きいことから、この事業に関する関心は高い。父子、母子家
庭の保健の向上に寄与することで、ひとり親家庭の生活の安定
を図ることは社会的にも意義の大きいことである。

　総合窓口課と連携し受給対象者への申請勧奨に努めている。
また、子育て支援課との連携も密に行っていく必要がある。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

7,548,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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